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台湾有事はエネルギー有事

1. 台湾有事は日本有事

2. 日本有事は日本のエネルギー有事

3. 日本は威嚇対象になる

4. 日本は攻撃対象になる

5. “抑止”： 「威嚇・攻撃で短期間に屈服」
しないと中国に思わせる

6. エネルギー政策の抜本的見直しが必要
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https://www.csis.org/analysis/first-battle-next-war-wargaming-chinese-invasion-taiwan

https://www.bbc.com/news/world-europe-60513116



エネルギー大戦が始まった

エネルギー設備は攻撃対象になる
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https://www.bbc.com/news/world-europe-68813529

ウクライナ： 発電所が破壊された

・ウクライナの発電・送電設
備の半分以上が破壊された

・ロシアのディーゼル生産能
力の２割が破壊された

・イラン製ドローン「シャヘド」
の射程は２０００キロ超
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Ukraine Energy Damage Assessment | United Nations 
Development Programme (undp.org)
March 2023

ウクライナの被害状況

https://www.undp.org/ukraine/publications/ukraine-energy-damage-assessment


6https://www.bbc.com/news/world-middle-east-68457445

イエメン：フーシ派が紅海を封鎖した

• フーシ派は「親イスラエル国
家」の船舶を攻撃(2023.11-)

• 西側諸国は紅海を避け喜望
峰回りに航路を変更。

https://www.nri.com/jp/knowledge/blog/lst/2023/fis/kiuchi/1225_2
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https://www.bbc.com/news/world-europe-64877979

ドイツ：ノルドストリームパイプラインが爆破された

• 犯人は不明。ロシア説、米国説、ウ
クライナ説

• 当初から、トランプ政権とウクライナ
は建設に猛反対だった
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台湾は海上封鎖される

https://www.nids.mod.go.jp/publication/commentary/
commentary325.html

「封鎖」の演習

⇐台湾頼総統就任時の軍事演習



日本全土が大陸からの射程に入る

（マルティスープ）
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• 東京と北京は2000km、
東京と上海は1800km

• 日本全土がミサイル・ド
ローンで攻撃される

• 船舶もミサイル・ドロー
ンで攻撃される



エネルギーは日台のアキレス腱
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日台はエネルギーの殆どが輸入化石燃料

• 日本は８割超、台湾
は９割超が化石燃料。

• 化石燃料のほぼ全量
を輸入。

• 台湾は2025年脱原発。

（再エネは２．７％）
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在庫・備蓄の現状（日本）

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/035/035_004.pdf

• 石油は国家・民間の備蓄あり

• 石炭・ガスは民間の在庫のみ

• 原子力燃料は装荷分＋在庫

• ミサイル・ドローン攻撃がありうる

• 台湾も日本に類似の状況

⇒原子力再稼働。
エネ備蓄の積増しと防衛強化。

https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/research/files/51/pdf/Y17509.pdf
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エネルギー危機は食料危機

１カロリーの食事の為に
１０カロリーもの石油を消費

我々は
石油を食べている！

平時の「食料自給率」は
エネルギー有事には無意味。
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エネルギー封鎖の事例に学ぶ



1. 対日石油禁輸下で開戦。

2. 軍は輸送船を民間から徴発。

3. 護衛は海軍ではなく陸軍。

4. 米国は輸送船を徹底的に攻撃。

5. 輸送船の壊滅、エネルギー欠乏。

⇒輸送船の護衛体制整備が必須
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太平洋戦争の苦い経験



16

イラン・イラク戦争における「リフラッグ」

•“タンカー戦争”：イラン・イラクは
互いのタンカーを攻撃。

•クウェートはタンカーの船籍を米
国に変更。

•米国海軍は自国船扱いでタン
カーを護衛

•米国で「そこまでするのが果たし
て国益か」政治問題に。

⇒米国の関与を確実にするに
は？



日本の輸送船は．．

・典型的には： パナマ船籍、インド人の船長、フィリピン人の乗組員。

•有事にどの程度運行できるのか？

•歴史的には： 輸送船は軍に徴用され、護衛が弱く、壊滅した。

⇒ 船籍以外にも、乗組員は何人か、護衛は可能か、等の課題がある。

米国籍の輸送船は．．

・米国の国益であり、米海軍が護衛する。中国としても手が出しにくい。

⇒ 俄かごしらえでなく、平時からの輸入が望ましい（「リフラッグ」の教訓）
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輸送船について



•西ベルリンをソ連が封鎖

•西側は空輸で対抗、封鎖
を無効化

⇒封鎖される規模が小さ
ければこの手もあるが．．
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ベルリン封鎖

(1948-49)

https://ja.wikipedia.org/
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(1948)

長春包囲戦

•人民解放軍が国民党
軍の籠る長春を一般市
民ごと封鎖

•飢餓で多数の民間死
者が出る（推計15～20
万人）

⇒人民解放軍は躊躇し
なかった．．

https://ja.wikipedia.org/
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日本がなすべきこと



日本がなすべきこと エネルギー政策の見直し

1. 原子力発電所の再稼働

2. エネルギー備蓄と防衛の強化
➢シーレーン防衛強化
➢化石燃料と原子燃料の備蓄の積増し
➢（原子力以外の）エネルギーインフラの防衛強化

3. 食料備蓄の強化

4. 化石燃料の復権
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化石燃料の復権

• 「エネ基本計画」では「脱炭素」で石炭とLNG
火力は大幅減少、使用規制強化。

• 上流：事業者は資源開発せず、権益を手放
す。長期契約もしない。

• 下流：発電所補修せず、閉鎖が相次ぐ。燃料
貯蔵所等の投資もせず。電力不足に。

「脱炭素」「再エネ」 「GX」の害。
⇒化石燃料敵視を止めるべきだ
・エネルギー供給の主役としての位置づけ
・着実な利用を進める
・万全な投資を促す
・有事でも調達を継続する仕掛け



日米台エネルギー同盟条約（構想）

1.日米台は、エネルギーの安定供給のために協力する

2.日米台の海上保安・防衛組織は、協力して海上輸送の安全を確保する

3.日台はエネルギー備蓄を強化する。備蓄量の増加と、防衛強化に努める

4.日米台は緊急時に石油、ガス、石炭、核燃料の融通を行う

5.日米台政府は石油・ガス・石炭エネルギー供給の長期契約を促進する

6.日米台はエネルギー輸送のための自国籍・乗員の船舶の確保に努める

7.日米台はアラスカ等の油田・ガス田および輸出インフラを共同で開発する。２０
年以上にわたる長期契約を締結し、米国籍の船による輸送を行う
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https://www.donaldjtrump.com/issues/economy

トランプの公約
エネルギードミナンス

石炭、石油、ガス採掘
グリーンディールを撤廃

ESGは排除
光熱費削減
パリ協定脱退 24

•豊富・安価・安定したエネルギーで、

•自国・友好国の安保と経済を支え、

•敵対国を圧倒し優勢を築く
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https://www.aei.org/articles/joe-biden-is-the-drill-baby-drill-president/

バイデン政権下で石油生産は激増した
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https://www.aei.org/articles/joe-biden-is-the-drill-baby-drill-president/

バイデン政権下でLNG輸出も激増した。
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